
令和３年４月１日～

消費税 の総額表示 が

必要 となります
　消費税の価格表示については、「消費税額を含めた支払総額」が一目で分かるよう総額
（税込価格）表示が義務付けられていますが、消費税率の８％、そして 10％（軽減税率導入）
への二度にわたる引上げに際し、事業者による値札の貼替え等の事務負担に配慮するた
め、総額表示をしなくてもよい特例措置が設けられていました。
　この特例措置の期間が終了し、令和３年４月１日から消費税の総額表示が必要となり
ます。

10,780円 10,780円(税込)

10,780円
(うち税980円)

10,780円
(税抜価格9,800円)

10,780円
(税抜価格9,800円、税980円)

9,800円
(税込10,780円)

※　税込価格が明瞭に表示されていれば、消費税額や税抜価格を併せて表示することも可能です。

9,800円
+
税

総額表示の具体例

編集発行：株式会社 税経

消費税の総額表示義務について
詳しくは財務省ホームページを
ご覧ください（QRコード参照）。

メーカーの希望小売価格で販売している場合、税込価格を表示する
必要がありますか？

　「希望小売価格」は、小売店が消費者に対して行う価格表示ではありませんので、
総額表示義務の対象にはなりません。
　しかし、小売店が「希望小売価格」を自店の小売価格として販売している場合には、
その価格が総額表示義務の対象となりますので、「希望小売価格」が「税抜価格」で
表示されているときは、小売店において「税込価格」を棚札などに表示する必要が生
じます。
※　 メーカー等においても、税込の「希望小売価格」を設定していくことが望ましい
でしょう。

会員制の店舗でも総額表示が必要ですか？
　総額表示の義務付けは、『不特定かつ多数の者に課税資産の譲渡等を行う場合』を
対象としていますが、会員制のディスカウントストアやスポーツクラブなど会員のみ
を対象として商品やサービスの提供を行っている場合であっても、その会員の募集が
広く一般を対象に行われている場合には、「総額表示義務」の対象となります。

レジシステムを変更する必要はありますか？

　「総額表示義務」はレジシステムの変更を義務付けるものではありませんが、「総額
表示」の下で、「税抜価格」を基に計算するレジシステムを用いている場合には、下
の例のような問題が生じ、消費者との間でトラブルが発生する場合があります。

　　（例）172円の商品を２個販売した場合
 　「税込価格」を基に計算：172円×２個＝344円
 　「税抜価格」を基に計算：157円×２個×1.1 ＝ 345円

　このような場合、「税込価格」を基に計算するレジシステムへ変更することが考え
られます。また、システム変更が困難な場合には、「消費税の計算上、レジでの精算
の際に合計額が異なる場合がある」旨の周知を行うなどの対応を行うことも必要で
しょう。
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● 値札やカタログなど
・ 値札、商品陳列棚、店内表示、商品カタログ等への価格表示
・ 商品のパッケージなどへ印字、あるいは貼付した価格表示
・ 新聞折込広告、ダイレクトメールなどにより配布するチラシ
・ 新聞、雑誌、テレビ、インターネットホームページ、電子メール等の
媒体を利用した広告
・ ポスター
　　など

● 単価や手数料の表示

　商品の単価や手数料率を表示
する場合など、その取引価格を
表示しているものも総額表示義
務の対象となります。
　例えば、肉の量り売りなど一
定単位での価格表示、不動産仲
介手数料など取引金額の一定割
合（○％）とされている表示が
これに当たります。

メニュー

ハンバーガー 330円

 （324円）

オレンジジュース 165円

 （162円）

○○セット 550円

 （540円）

※ 下段はテイクアウトの値

段となります。

メニュー

 店内飲食 （出前）

かけそば 770円 （756円）

天ぷらそば 990円 （972円）

天丼 880円 （864円）

総菜パン162円

（店内飲食165円）

具体例

総額表示の対象となるもの

総額表示の対象とならないもの

飲食店（軽減税率）における総額表示の方法

表示例 「税抜表示」 「総額表示」
肉の量り売り
（税率8％） 100グラム200円 ➡ 100グラム216円

ガソリン、灯油
（税率10％） 1リットル100円 ➡ 1リットル110円

土地仲介手数料
（税率10％） 売買価格の3.00％ ➡ 売買価格の3.30％

● 見積書や請求書
　総額表示の義務付けは、消費者取引における値札や広告などを対
象としていますので、見積書、契約書、請求書等は総額表示義務の
対象にはなりません。
　ただし、広告やホームページなどにおいて、あらかじめ “見積り例 ”
などを示している場合は、総額表示の対象となります。

● 事業者間取引
　総額表示の義務付けは、『不特定かつ多数の者に対する (一般的には消費者取引における )値札
や広告などにおいて、あらかじめ価格を表示する場合』が対象ですので、一般的な事業者間取引
における価格表示は、総額表示義務の対象にはなりません。
　そのため、製造業者や卸売業者が小売店や業務用ユーザー向けに作成・配布している “業務用
商品カタログ ”などは、総額表示義務の対象にはなりません。

　飲食料品の消費税は、テイクアウトや出前には軽減税率（８％）、店内飲食には標準税率（10％）
が適用されるため、以下のような方法で総額表示を行うことが考えられます。

● 両方の税込価格を表示する
　 …テイクアウトと店内飲食の割合が同程度の場合

飲食店 イートイン

メニュー

ハンバーガー 330円

オレンジジュース 165円

○○セット 550円

※ テイクアウトの場合、税

率が異なりますので、別

価格となります。

出前メニュー

かけそば 756円

天ぷらそば 972円

天丼 864円

※ 店内飲食の場合、税率が

異なりますので、別価格

となります。

総菜パン162円

具体例

● どちらか片方のみの税込価格を表示する
　 …テイクアウトと店内飲食のどちらか多い方の税率を表示する場合

飲食店 イートイン

店内飲食される場合、

税率が異なりますの

で、別価格となります。

メニュー

かけそば　　　　770円

天ぷらそば　　　990円

天丼　　　　　　880円

総菜パン165円

● 同一の税込価格を表示する
　 …  事業者の判断で、テイクアウトの税抜価格を高く、または店内飲食の税抜価格

を低くし、テイクアウトと店内飲食を同一の税込価格に設定する場合

飲食店 イートイン

店内掲示等

商品棚

具体例
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総菜パン165円


